
　　　　　　令和元年度決算に基づく尾道市健全化判断比率

（単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

― ― 6.4 34.5

( 11.61 ) ( 16.61 ) ( 25.0 ) ( 350.0 )

備　考 １　実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合は、「―」を記載している。

２　（　）内は、尾道市の早期健全化基準である。

＜参考＞各比率の概要

将来負担比率

（地方債残高のほか一
般会計等が将来負担す
べき実質的な負債をと
らえた比率）

区　　　分 概　　　　　　要

　市税、地方交付税等の一般財源をその支出の主な財源としてい
る一般会計等について、歳出に対する歳入の不足額（いわゆる赤
字額）を市の一般財源の標準的な規模を表す標準財政規模の額で
除したものである。

　市のすべての会計の赤字額と黒字額を合算して、市全体として
の歳出に対する歳入の資金不足額を、市の一般財源の標準的な規
模を表す標準財政規模の額で除したものである。

　市の一般会計等の支出のうち、義務的に支出しなければならな
い経費である公債費や公債費に準じた経費を市の標準財政規模を
基本とした額で除したものの３か年間の平均値である。

　市の一般会計等が将来的に負担することになっている実質的な
負債に当たる額（将来負担額）を把握し、この将来負担額から負
債の償還に充てることができる基金等を控除の上、市の標準財政
規模を基本とした額で除したものである。

実質赤字比率

（一般会計等の実質赤
字の比率）

連結実質赤字比率

（すべての会計の実質
赤字の比率）

実質公債費比率

（公債費等の比重を示
す比率）
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（単位：％）

地方公共団体
コード

都道府県名 市区町村名 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

342050 広島県 尾道市 - - 6.4 34.5

団体区分 3.市

（単位：％）

標準財政規模
（千円）

うち臨時財政対策債
発行可能額

早期健全化基準 11.61 16.61 25.0 350.0

34,988,448 1,655,676 財政再生基準 20.00 30.00 35.0

＜算定資料＞総括表 健全化判断比率の状況 （令和元年度決算）
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団体名

（単位：千円）

継続費逓
次繰越額

(5)

繰越明許
費繰越額

(6)

事故繰越
繰越額

(7)

事業繰
越額(8)

支払繰
延額(9)

(5)～(9)に
係る未収
入特定財

源(10)

一般会計 68,899,865 68,084,283 815,582 502,442 2,698,055 34,523 2,230,136 313,140 78,205,031

港湾事業特別会計 208,406 189,457 18,949 0 18,949

夜間救急診療所事業特別会計 67,605 67,605 0 0 0

69,175,876 68,341,345 834,531 502,442 0 2,698,055 34,523 0 0 2,230,136 332,089 78,205,031

(分母比） 0.9 264

標準財政規模 34,988,448

実質赤字比率（％） -0.94

↑ この比率は実質収支が黒字である場合、負の値です。

　　この場合は、「－」（比率なし）になります。

一
般
会
計
等
に
属
す
る
特
別
会
計

合　計

広島県尾道市

会　計　名
歳入総額

(1)
歳出総額

(2)

歳入歳出
差引額(3)

(1)-(2)

翌年度に繰
り越すべき

財源(4)
 (5～9-10)

実質収支額
(11)

(3)-(4)

地方債
現在高(12)

＜算定資料＞内訳１ 実質赤字比率の状況 （令和元年度決算）
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団体名

（単位：千円）
会　　計　　名 実質収支額 （分母比） 会　　計　　名 資金不足・剰余額 （分母比）

一般会計 313,140 0.9 水道事業会計 2,992,839 8.6

港湾事業特別会計 18,949 0.1 法 病院事業会計 4,642,396 13.3

夜間救急診療所事業特別会計 0 適 下水道事業会計 116,206 0.3

用

企

業

　　　　　　　　小　　計 332,089 0.9

標準財政規模 34,988,448 100.0

実質赤字比率　（％） -0.94 ※

千光寺山索道事業特別会計 0

会　　計　　名 実質収支額 法 農業集落排水事業特別会計 0

国民健康保険事業特別会計 125,628 0.4 非 漁業集落排水事業特別会計 0

駐車場事業特別会計 0 適 渡船事業特別会計 0

介護保険事業特別会計 204,759 0.6 用

後期高齢者医療事業特別会計 48,393 0.1 企

業

　※実質収支又は連結実質収支が黒字である場合、 合　　　　　計 8,462,310 24.2

　　「実質赤字比率（％）」又は「連結実質赤字比率（％）」は負の値です。 標準財政規模（再掲） 34,988,448 100.0

　　この場合は、「－」（比率なし）になります。 連結実質赤字比率　（％） -24.18 ※

宅
地
造
成
事
業
以
外

一
般
会
計
等
以
外
の
特

別
会
計
の
う
ち
公
営
企

業
に
係
る
特
別
会
計
以

外
の
会
計

宅
地
造
成
事
業

広島県尾道市

宅
地
造
成
事
業
以
外

一
般
会
計
等

一
般
会
計
等
に
属

す
る
特
別
会
計

宅
地
造
成
事
業

＜算定資料＞内訳２ 連結実質赤字比率の状況 （令和元年度決算）
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団体名

（単位：千円）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪
元利償還金の
額（繰上償還
額等を除
く。）

積立不足額を
考慮して算定
した額

満期一括償還
地方債の１年
当たりの元金
償還金に相当
するもの（年
度割相当額）

公営企業に要
する経費の財
源とする地方
債の償還の財
源に充てたと
認められる繰
入金

一部事務組合
等の起こした
地方債に充て
たと認められ
る補助金又は
負担金

公債費に準
ずる債務負
担行為に係
るもの

一時借入金
の利子

特定財源の額 事業費補正に
より基準財政
需要額に算入
された公債費

災害復旧費等
に係る基準財
政需要額

密度補正により
基準財政需要額
に算入された元
利償還金及び準
元利償還金（地
方債の元利償還
額を基礎として
算入されたもの
に限る。）

平成29年度 6,962,106 1,185,469 1,273,006 862,327 3,850,501 154,604

平成30年度 6,858,226 1,175,452 1,221,361 765,270 4,064,238 155,987

令和元年度 7,179,508 1,110,551 58 1,037,731 715,077 4,476,044 147,124

⑫ ⑬ ⑭ ⑮
標準税収入額
等

普通交付税額 臨時財政対策
債発行可能額

地方財政法第
５条の３第４
項第１号の規
定に基づき総
務大臣が定め
る額
（特別区のみ
記入）

平成29年度 19,791,305 12,958,792 2,171,458 平成29年度 6.7

平成30年度 20,333,779 12,585,408 2,039,070 平成30年度 6.1

令和元年度 20,177,248 13,155,524 1,655,676 令和元年度 6.5

実質公債費比率（単年度） （　①+②+③+④+⑤+⑥+⑦　）　－　（　⑧+⑨+⑩+⑪+⑮　）

の計算式 （　⑫+⑬+⑭　）　　　　    　　 　　－　（　　　 ⑨+⑩+⑪+⑮　）

6.4

広島県尾道市

実質公債費比
率（単年度）

(％)

 実質公債費比
 率（３カ年平
 均）

     (％)

＜算定資料＞内訳３ 実質公債費比率の状況 （令和元年度決算）
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団体名

将来負担額　Ａ （単位：千円）

地方道路公社 土地開発公社 地方独立行政法人

第三セクター等
(損失補償、信託、

貸付)

78,205,031 0 13,235,474 0 8,990,708 0 0 0 0 0 0 0

（分母比） 264 45 30

充当可能財源等　Ｂ （単位：千円）

うち都市計画税

13,851,493 12,434,255 11,411,098 63,890,298

（分母比） 47 42 39 216

339 304 35

118 18 100

34.5
標準財政規模　Ｃ 算入公債費等の額　Ｄ

100,431,213 90,176,046 10,255,167

組合等連結実質
赤字額負担見込額

34,988,448 5,338,245

充当可能基金
充当可能
特定歳入

基準財政需要額
算入見込額

将来負担額　A 充当可能財源等　Ｂ Ａ　－　Ｂ

将来負担比率　（％）

29,650,203

Ｃ　－　Ｄ

広島県尾道市

地方債の現在高
債務負担行為に

基づく支出予定額
公営企業債等
繰入見込額

組合等
負担等見込額

退職手当
負担見込額

設立法人の
負債額等

負担見込額

連結実質
赤字額

―

―

＝ ＝

＜算定資料＞内訳４ 将来負担比率の状況 （令和元年度決算）
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　　　　　　　令和元年度決算に基づく尾道市資金不足比率

　　　　　　　　　 会　計　名 資金不足比率（％）

尾道市水道事業会計 ―

尾道市病院事業会計 ―

尾道市下水道事業会計 ―

尾道市千光寺山索道事業特別会計 ―

尾道市漁業集落排水事業特別会計 ―

尾道市農業集落排水事業特別会計 ―

尾道市渡船事業特別会計 ―

備　考　　１　資金不足額がない場合は、「―」を記載している。

　　　　　２　経営健全化基準は、各会計ごとに20.0％である。

＜参考＞比率の概要

区　　　分

資金不足比率

　　（公営企業ごとの資金不足額の比率）

　一般会計等の実質収支に当たる公営
企業会計における資金不足について、
公営企業の事業規模に対する比率を表
したものである。

概　　　要
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共通事項 公営企業会計に係る資金不足額等

　法適用企業 法適用企業

(1) 　 (2) (3) (4) (5) (6)

a-b-c-d-
e (-f)

流動負債
a

控除企業
債等

b

控除未払
金等

 c

控除額
d

PFI建設
事業費等

e

土地前受
金
f

（宅造）

算入地方
債

g-h-i(-j)
流動資産

g
控除財源

 h
控除額

i

土地評価
差額

j
（宅造）

地方債残
高 （宅造）

長期借入
金 （宅造）

令３条１
項の額・
令４条の

額

342050 広島県 尾道市 3 34,988,448 水道事業会計 水道 1 法適 465,103 764,384 299,281 3,457,942 3,457,942 - ▲ 2,992,839

342050 広島県 尾道市 3 34,988,448 病院事業会計 病院 1 法適 1,869,626 2,395,936 526,310 6,512,022 6,512,022 - ▲ 4,642,396

342050 広島県 尾道市 3 34,988,448 下水道事業会計
下水
道

1 法適 854,901 1,519,143 664,242 971,107 971,107 - ▲ 116,206

共通事項 公営企業会計に係る資金不足額等
法非適用企業 法非適用企業

(1) (2) (3) (3') (3'') (4) (5) (6) (7) (8)

歳出額
算入地方

債

s-t1-t2-
t3-t4-
t5+t6

歳入額
s

継続費逓
次繰越額

t1

繰越明許
費繰越額

t2

事故繰越
繰越額

t3

事業繰越
額
t4

支払繰延
額
t5

未収入特
定財源

 t6

うち事業
繰越等に
かかるも

の
t6'

繰上充用
金

土地収入
見込額
（宅造）

地方債残
高 （宅

造）

長期借入
金 （宅

造）

令３条１
項の額・
令４条の

額

解消可能
資金不足

額

資金不足
額・剰余
額（連結
実質赤字

比率）

342050 広島県 尾道市 3 34,988,448
千光寺山索道事
業特別会計

観光
施設

1 非適 41,566 41,566 41,566 - 0 0 0

342050 広島県 尾道市 3 34,988,448
漁業集落排水事
業特別会計

下水
道

1 非適 20,368 20,368 20,368 - 0 0 0

342050 広島県 尾道市 3 34,988,448
農業集落排水事
業特別会計

下水
道

1 非適 33,523 33,523 33,523 - 0 0 0

342050 広島県 尾道市 3 34,988,448
渡船事業特別会
計

交通 1 非適 45,623 45,623 45,623 - 0 0 0

※団体区分の 3　は一般の市である。
※宅造区分の 1 は宅地造成事業を行っていない会計である。
※(8)は、連結実質赤字比率の算定に用いる額（資金不足額は負の値で表示）であり、(9)は、資金不足比率の算定に用いる額（資金不足額は正の値で表示）である。

宅
造
区
分

非
適

法
適

地方
公共
団体
コード

都道府
県名

市区町
村名等

団
体
区
分

標準財政
規模

x
特別会計名

事業
区分

＜算定資料＞公営企業会計に係る資金
不足比率（令和元年度決算）

地方
公共
団体
コード

都道府
県名

市区町
村名等

団
体
区
分

標準財政
規模

x
特別会計名

事業
区分

宅
造
区
分
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(14)　合計

共通事項 7,751,441 → → → → → → → → → 22.2

　法適用企業 ↑ （単位：千円）

(7) (8) (9) (10) (11) (12) (13)

解消可能
資金不足

額

資金不足
額・剰余額
（連結実質
赤字比率）

資金不足
額（資金不
足比率）

営業収益
の額-受託
工事収益

の額

うち指定管
理者利用料

金

k+l
（宅造の

み）

資本+負債
k

PFI建設事
業費等のう
ち流動負債
に係るリー

ス債務
l

事業の規
模

(10)or(11)

繰越欠損
金

342050 広島県 尾道市 3 34,988,448 水道事業会計 水道 1 法適 0 2,992,839 - 3,418,892 - 3,418,892 - 8.6

342050 広島県 尾道市 3 34,988,448 病院事業会計 病院 1 法適 0 4,642,396 - 11,654,296 - 11,654,296 - 13.3

342050 広島県 尾道市 3 34,988,448 下水道事業会計
下水
道

1 法適 0 116,206 - 628,660 - 628,660 - 0.3

共通事項
法非適用企業 （単位：千円）

(9) (10) (11) (12)

資金不足
額（資金不
足比率）

営業収益
の額-受託
工事収益

の額

うち指定管
理者利用

料金

資本+負債
（宅造の

み）

事業の規
模

(10)or(11)

342050 広島県 尾道市 3 34,988,448
千光寺山索道事
業特別会計

観光
施設

1 非適 - 29,782 29,782 29,782 - *** *** *** *** *** -

342050 広島県 尾道市 3 34,988,448
漁業集落排水事
業特別会計

下水
道

1 非適 - 2,886 2,886 - *** *** *** *** *** -

342050 広島県 尾道市 3 34,988,448
農業集落排水事
業特別会計

下水
道

1 非適 - 8,553 8,553 - *** *** *** *** *** -

342050 広島県 尾道市 3 34,988,448
渡船事業特別会
計

交通 1 非適 - 2,956 2,956 - *** *** *** *** *** -

※団体区分の 3　は一般の市である。
※宅造区分の 1 は宅地造成事業を行っていない会計である。
※(8)は、連結実質赤字比率の算定に用いる額（資金不足額は負の値で表示）であり、(9)は、資金不足比率の算定に用いる額（資金不足額は正の値で表示）である。

資金不足
比率

(9)/(12)
（％）

標準財政
規模比

(8)/x （％）

非
適

標準財政
規模比

(8)/x （％）

＜算定資料＞公営企業会計に係る資金
不足比率（令和元年度決算）

法
適

資金不足比
率 (9)/(12)

（％）

地方
公共
団体
コード

都道府
県名

市区町
村名等

団
体
区
分

標準財政
規模

x
特別会計名

事業
区分

宅
造
区
分

団
体
区
分

標準財政
規模

x
特別会計名

事業
区分

宅
造
区
分

地方
公共
団体
コード

都道府
県名

市区町
村名等
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